
清水達也編『次世代の食料供給の担い手：ラテンアメリカの農業経営体』 
調査研究報告書 アジア経済研究所 2019 年 

1 
 

序章 
 

次世代の食料供給を担う農業経営体 
―家族経営と比較した構造と経営管理の特徴― 

 
清水 達也 

 
要約： 

ラテンアメリカは 21 世紀に入って、国際市場への食料供給基地としての重要性を増
している。穀物輸出では世界最大級となり、青果物輸出でも北米や欧州にとどまらず、
アジア向け輸出も増やしている。これらの農産物生産において中心となっているのが、
外部の資源を積極的に取り入れ、新しい技術や経営管理の方法を導入し、規模を拡大し
て成長している農業経営体である。 

本研究の目的は、次世代の食料供給を担うと考えられるラテンアメリカの農業経営体
が、経営体の構造や経営管理の手法において、従来の農業経営体とどのように異なるの
か明らかにすることである。本稿ではその準備として、農業経営体の多数を占める家族
経営とその変化に関する先行研究を参照し、本研究における分析の対象と視点を示した
い。 

 
キーワード：ラテンアメリカ、農業経営体、食料供給、家族経営、企業 
 
 
はじめに 

 
途上国の成長に伴って食料需要が増加する中で、ラテンアメリカはその供給源として

の重要性を増している。大豆ではブラジルが米国と並ぶ世界最大級の輸出国となり、そ
の他の南米諸国と合わせると、生産量では世界の半分強、輸出量では世界の 3 分の 2 弱
を占めるまでになった。市場国との収穫期の違いを利用した青果物輸出においても、こ
れまでの主な輸出先である米国や欧州諸国に加えて、中国をはじめとするアジア諸国へ
の輸出を増やしている。 

輸出向けの穀物や青果物の生産を担う農業経営体の中で成長しているのが、外部から
資源、技術、経営管理手法などを積極的に導入している農業経営体である。従来の家族
経営は自らが所有する土地、労働力、資本といった経営資源を主に利用してきた。これ
に対して穀物や青果物の生産で成長している経営体は、積極的に外部からの経営資源を
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導入して、これまでよりも大規模に生産している。 
しかし外部からの経営資源を導入して成長するには、経営の方法を変える必要が生じ

る。従来の家族経営では所有・経営・労働のいずれもが一体となっている。しかし外部
から導入する資本が増えれば所有と経営が分離し、外部から導入する労働力が増えれば
経営と労働が分離する。このように経営体の構造が変化すれば、それに対応した経営管
理の方法が求められる。 

本研究の目的は、ラテンアメリカで成長する農業経営体の構造や経営管理の手法にお
ける特徴を明らかにすることである。そのために、これまでに豊富に蓄積されている家
族経営に関する研究を参照する。ただし、家族経営の形態は地域や時代によって異なる
ため、ここでは理念型としての家族経営（詳しくは後述）を出発点として、これと比較
しながら、その特徴の理解が容易となる。 

本稿ではその準備作業として、農業経営体に関する国内外の研究動向を概観する。そ
の上で、成長するラテンアメリカの農業経営体について、本研究ではどのような視点か
ら分析を進めるかを示したい。 
 なお、農業経営体の構造を指す用語として、家族経営と企業経営を対置して用いるこ
とがある。本来この 2 つは対立する概念ではない 1。しかし以下では説明を簡素にする
ために、企業経営を非家族経営という意味で用いる。 

 
日本の家族経営体 
 
 国内の農業経営体は減少が続いている。農業センサスによると、2015 年の農業経営
体数は 137 万 7000 で、2005 年の 200 万 9000 から 3 割以上減少している 2。この農業
経営体のほとんどが家族経営であり、農業経営体の減少はすなわち家族経営の減少であ
る。家族経営の代わりに今後の食料供給の担い手として期待を集めているのが、組織経
営体と呼ばれる家族経営以外の農業経営体である。なかでも、非農業部門の一般法人が
農業に参入する、いわゆる企業の農業参入が注目を集めている。 
 農林水産省のデータ 3によれば、2018 年 2 月時点で日本には 122 万 1000 の農業経営
体がある。農業経営体とは、経営耕地が 30 アール以上または販売金額 50 万円以上の
農業を営む、または農作業を受託する経営体の数である。この内訳は、家族経営が 118
万 5000、それ以外の組織経営体が 3 万 6000 で、家族経営が全体の 97%を占める 4。 

                                                        
1 家族経営と企業経営という概念の違いについては、新山（2014）を参照。清水（2019）
の序章でも、新山の議論をもとにして農業経営体の類型について論じている。 
2 2015 年農林業センサス（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc2015/280624.html）。 
3 農林水産省「農林水産基本データ集」
（http://www.maff.go.jp/j/tokei/sihyo/index.html）より。 
4 農地所有適格法人は 2018 年 1 月、一般法人は 2017 年 12 月末の数。一般法人のみ「一
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1961 年に定められた農業基本法では、家族経営が農業経営の望ましい姿として明示
され、規模拡大、農業の専業、そしてそれによる所得水準の向上が目指された。しかし
実際には農地面積や農業就業人口が減少した。1960 年から 2010 年までに、農地面積は
607 万ヘクタールから 459 万ヘクタールへ、農業従事者数は 1766 万人から 454 万人へ
と減少した。残された農家も農業所得より農外所得の方が多い第 2 種兼業農家が主とな
った（荏開津・鈴木 2015, 200-204）。 

その多くを占める小規模な家族経営は現在、将来の食料供給の担い手としては期待さ
れていない。「日本の農業構造政策は、小規模な家族経営には早めに見切りをつけ、ひ
たすら大規模化、競争力強化を追求し、育成ターゲットは大規模専業経営に置いている」
（日本農業経営学会 2018, 215）というように、政府も第 2 種兼業農家でははく、従来
の家族経営とは異なる経営体に注目している。 

家族経営ではない組織経営体の内訳は、地域内の農家が共同で農業生産を行う集落営
農が 1 万 5000、主たる事業が農業であり農地を所有できる法人である農地所有適格法
人が 1 万 8000、それ以外の一般法人が 3000 である。 

このうち、企業の農業参入として注目を集めているのが、農地所有適格法人と一般法
人である。2017 年末時点で、農地所有適格法人は 1 万 8236 法人が 46 万 6820 ヘクタ
ールを、一般法人は 3030 法人が 8927 ヘクタールを経営している。法人あたりの経営
面積は、前者が 26 ヘクタール、後者が 3 ヘクタールである。 

企業の農業参入については、農業経営学会がシンポジウムなどで何度か取り上げ、そ
の成果をまとめて出版している（高橋・盛田編 2013、日本農業経営学会編 2014、日本
農業経営学会編 2018）。ここで注目しているのは、所有構造、外部資源の調達、収益と
損失の分配、意思決定の枠組みなどにおいて、これまでにはみられなかった経営を行っ
ている経営体である。 

ただし企業による農業経営については、過大に評価・期待されていることも多い。「家
族経営よりも企業経営の方が効率的であり競争力に優れているという思い込みに近い
『神話』がある」（日本農業経営学会編 2014, 143）。上で述べた一般法人については、
法人あたりの経営面積も小さく、将来の食料供給の担い手となり得るとは現時点では言
えない 5。 

このような研究動向の中で参考になるのが、家族経営か企業経営かを問わず、現在成
長している経営体を新しい農業経営として注目している研究である（八木 1999）。この
研究は、今後の成長が期待される新しい経営の特質として、次の 7 点を指摘している。

                                                        
般企業の農業への参入状況」
（http://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/sannyu/kigyou_sannyu.html）。 
5 吉田（2018）は企業が農業に参入したものの、失敗した事例を多く紹介している。ただ
し、法人化により高い収益を上げる企業も現れ始めている。 
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①事業規模・事業領域の積極的拡大、②経営資源の外部依存と有効活用、③法人化を志
向、④資源の外部調達と内部開発、⑤マーケティングをベースとした経営、⑥社会化さ
れた経営、⑦経営者の役割が最も重要な経営の核（内山 2011, 37）。この研究は、経営
体の形態ではなく、経営の領域や経営手法に注目している。このほか、上場企業による
農業参入について分析した研究では、非農業部門の企業が農業に参入した要因のほか、
農業生産に携わる人材を確保する方法の違いを、出資形態や取引費用などから考察して
いる（白坂・生源寺 2017）。 

本研究においても、農業経営体の構造、外部からの資源の調達、そして資源を管理す
る経営手法に注目することで、従来の経営体との違いや成長の要因についての理解を深
めたい。 
 
先進国の農業経営体 
 
 視野を国外へ広げると、欧州では 20 世紀の初めまで、家族経営は資本主義の発展に
伴って消滅するという主張が強い影響力を持っていた。農民が少数の資本家や不在地主
と大多数の借地農や労働者に分解する農民層分解のほか、大規模農場への集中という水
平的統合、資材や農産物加工業者による農場の垂直的統合などにより、家族規模の農業
生産は終焉をむかえるとされていた。最新の技術を導入しても、生産コストの削減は農
産物価格の下落につながり、農業者には利潤が残らないという「技術の踏み車」
（Technological Treadmill）により、多くの農業者が廃業に追い込まれるとみられてい
た（ガッソン・エリングトン 2000, 53-55）。 
 しかし実際には家族経営は生き残っている。
現在でも世界のほとんどの地域で、農業経営体
のほとんどを家族経営が占めている。世界各国
の農業センサスをもとにした研究によれば、家
族経営は、研究対象地域の農業経営体数の
98%、農地の少なくとも 53%、食料生産の 53%
を占めるという（Graeub et al. 2016）。地域別
に見ると、アジア、アフリカ、欧州において、
経営体数の 9 割以上が家族経営である（表 1）。
ただし所有面積では、家族経営の占める割合は
経営体数ほど多くはない。 

家族経営の今後の動向については、「資本による支配派」（支配派）と、「家族経営存
続派」（存続派）の大きく分けて 2 つの見方がある。支配派は、企業経営の増大、雇用
労働力の増加、資本や資材などの外部への依存の増大に注目し、資本による家族経営の

表1　家族経営の占める割合
（%）

経営体数 所有面積
アフリカ 97 67
北米・中米 88 68
南米 82 18
アジア 99 85
欧州 97 69
オセアニア 78 2

出所：Graeub et al. 2016, 7, Fig. 3.
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支配が進行しつつあると主張する。一方で存続派は、農外所得への依存を増やすなどし
て環境変化に適応することで家族経営は存続していくと主張する（ガッソン・エリング
トン 2000, 60-62）。 

本研究が注目するのは、資本による支配が進むのか、家族経営が存続するのか、とい
うことよりも、成長する経営体は、従来の経営体とどのように異なっているか、という
点である。この視点から家族経営に関する先行研究に注目すると、本研究にとって参考
になる点がいくつかある。 

1 つめは理念型としての家族経営を定義し、これを出発点としてさまざまな問題点を
論じていることである。家族経営の姿は地域や時代によって大きく異なる。このため、
伝統的な家族経営といっても、論者によって想定している経営体は異なる可能性が高い。
理念型として家族経営を定義すれば、出発点となる家族経営の姿について共通の理解を
得ることが可能になり、その後の議論がやりやすくなる。 
 ガッソンとエリングトンが定める理念型としての家族経営は次の 6 つの要素を備え
ている。①事業の中心的担い手が所有し、経営管理を担う。②中心的担い手は血縁や婚
姻の関係を持つ。③中心的担い手を含む家族が資本を提供している。④中心的担い手を
含む家族が農場労働を行っている。⑤事業の所有と経営管理は、世代間で引き継がれる。
⑥家族は農場で暮らしている（ガッソン・エリングトン 2000, 20）。 
 本研究が理念型とする家族経営もこれに準じるが、もう少し簡素化すると、農業生産
において家族が所有している経営資源のみを用いる経営体である。実際には現代の日本
にはこのような経営体はほとんど存在しないが 6、このような経営体を理念型としての
家族経営として定めることで、分析対象となる経営体との比較が容易になる。 
 家族経営に関する先行研究で参考になる点の 2 つめは、所有、経営、労働という農業
生産に必要な役割を誰が担うか、という点である。家族経営では農場の所有者が自ら経
営や労働も担う。つまり所有・経営・労働の担い手が一致している。それに対して企業
経営の特徴は、所有・経営・労働の担い手が分離している。所有者は経営や労働は行わ
ず、ほかの投資機会を比較しながら、農業へ投資する。マネジャーと雇用労働者が経営
と労働を担い、それぞれ賃金を受け取る（ガッソン・エリングトン 2000, 19）。分析の
視点で後述するように、所有・経営・労働が一致しているか、分離しているかという経
営体の構造の違いは、経営管理手法の違いにもつながる。 
 本研究にとって参考となる 3 つめは、支配か存続かよりも変化に注目すべきという先
行研究の視点である。農業部門で資本の浸透、または資本による支配が進まない理由に
ついては、技術的効率性（規模の経済の限界、農業の季節性、不確実性、資本回収まで

                                                        
6 新山（2014, 8）は、所有・経営・労働が三位一体となるような家族経営は今日の日本で
はほとんど見られないとしている。 
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の期間の長さ）や政府による家族経営支援策を挙げている。同時に、家族経営は資本主
義の発展に抗しているのではなく、適応してきたとみるべきで、その例として新しい技
術を取り入れた資材の利用、外部資金の利用、アグリビジネスなどによる垂直統合や契
約農業を挙げている（ガッソン・エリングトン 2000, 56-58）。支配か存続かのどちらが
有力かではなく、経営体がどのように変化しているかに注目することが重要であること
がわかる。 
 欧州に比べて規模の大きな経営体が多い米国でも農業経営体の多くが家族経営であ
る。ただし米国の家族経営は、いくつかの定義があり、その定義によって農業経営体に
占める家族経営の割合が異なる。家族経営かどうかは、①過半数の所有、②過半数が家
族労働力、③経営面積の 75%以上を所有、④規模が 1000 エーカー（約 405 ヘクター
ル）以下、などの条件を組み合わせた定義で判断する。例えば 2006 年の調査に基づく
割合は、①のみを満たす経営体は農場数の 97%、販売額の 84%をしめる。①と②を共
に満たす経営体はそれぞれ 87％、44%、①と③は 69%、35%、①と④は 89%、42%と
なる（内山 2011, 40）。このことから、①の所有のみでみると米国の農業経営体のほと
んどが家族経営であるが、②～④の条件を加えると、販売額に占める家族経営の割合は
半分以下にとどまる。ここから、米国では家族経営以外の経営体が、農業生産において
重要性を増していることがわかる。 
 米国では中西部の農業州を中心に企業経営の拡大に対する警戒心が強い。中でも、牛
肉、豚肉、鶏肉といった畜産部門では企業経営が成長しており、企業による農場の所有
などを法律によって制限している州もある（Wittmaack 2006）。企業経営に対する警戒
心が強いのは、それが農村の社会経済の衰退や環境の安価など負の外部性を生み出すか
らだと指摘している。ただしこの論文の筆者は、これらの負の影響は技術革新によるも
ので、企業経営そのものがもたらしたわけではないとしている。また、畜産以外の農業
部門、特に穀物生産では、企業経営の拡大は想定していない。 
 世界の各地域の中で、オセアニアは家族経営の割合が最も小さい。この一部であるオ
ーストラリアのトマト生産者を事例とした先行研究では、家族経営でも企業経営でもな
い経営体を、farm family entrepreneurs と呼んでいる（Prichard, Burch and Lawrence 
2007）。同国では 1990 年代に農業部門の自由化が進み、加工用トマトの生産者数と生
産量は、1984 年の 350 生産者 18 万 3000 トンから 2004 年には 32 生産者 36 万トンへ
と大きく減少した。残った生産者は、周辺の生産者から土地を借りて複数の世代が農業
に従事することで生産規模を拡大し、加工企業と複数年契約を結ぶことで銀行からの融
資を確保したほか、加工用トマト生産に専業化することで従来の家族経営と比べると規
模の大きな生産を行っている。このように、それまでの家族経営が規模拡大によってど
のように変化するかに注目することは、経営体の変化を理解するために重要である。 
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ラテンアメリカの農業経営体 
 
 ほかの地域と比べるとラテンアメリカでは、家族経営以外の経営体が目立っている。
表 1 で南米は、経営体数においては家族経営が 82%を占めるが、それが占める経営面
積は 18%にとどまる（Graeb et al. 2016）。つまり、数ではわずか 2 割に満たない家族
経営ではない経営体が、面積では 8 割を占めて生産を行っている。 
 このような構造の要因となっているのが歴史的な土地所有の構造である。ラテンアメ
リカには植民地期より、ラティフンディオ（大土地所有）とミニフンディオ（零細土地
所有）という二極化した所有構造が存在してきた。ラティフンディオでは輸出や国内市
場向けの農産物が生産される一方で、ミニフンディオでは主に自給を目的とした農業が
営まれている。さらにラティフンディオは、南米南部を中心に位置し牧畜や穀物生産を
中心とするエスタンシア、中米、カリブ地域、南米の熱帯地域に位置し熱帯産品を生産
するプランテーション、アンデスやメキシコの高地に位置し食料作物を生産するアシエ
ンダなどに分けられる（宇佐見 1993, 48；宇佐見ほか 2009, 71）。 
 20 世紀に入ると、ラテンアメリカ各国で成立した革命政権または革命的な政権のも
と、主にプランテーションやアシエンダが中心となっていた地域で農地改革が行われた。
アシエンダが存在していた地域では、政府が大土地所有を解体して零細農に農地を与え
たほか、プランテーションが存在していた地域では、政府は企業的な農場を解体する代
わりに、農民が参加した集団経営組織を導入した（石井 2008）。 
 しかし 1980 年代の対外債務危機を契機に各国で新自由主義にもとづく経済改革が実
施された国々では、農地改革はこれ以上推進されず、民営化、非集団化、土地の登記と
所有権の付与が進められた。メキシコやペルーなどでは農地の私有に関する制限が大幅
に緩和され、実質的な大規模経営が容認されるようになった（Kay 2000, 129；石井 2008, 
35）。 
 新自由主義にもとづく経済改革は同時に、輸出主導による経済発展をめざし、農業部
門においても非伝統的農産物輸出（non-traditional agricultural exports）の振興が行わ
れた。非伝統的農産物輸出については、経済発展への影響のほか、この輸出がもたらす
利益の分配、特に契約農業などによって農産物を生産する小規模生産者の所得への影響
などについての研究が行われた（Barham et al. 1992）。しかし一方で、非伝統的農産物
の生産において存在感を増しつつあった大規模経営体については、経営体そのものでは
なく、その拡大による悪影響やそこで働く労働者への影響などに焦点が当たられること
が多かった（Diaz 1990; Thrupp 1996）。 
 ラテンアメリカにおいてはこれまで、家族による小規模な農業経営体は、小規模
（smallholding）や農民（peasants）と呼ばれて、貧困問題の対象の一部として扱われて
きた。新自由主義にもとづく経済改革の中では、彼らがどのように生き延びるかに注目
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が集まった（Kay 2000, Brass 2003）。そして 2000 年代になると、家族経営を貧困問題
の解決策のひとつとして捉えるべきだという議論がでてきた（Graeub et al. 2016）。た
だしこれらの研究は、家族経営が現在直面する問題とそれを解決するための政策提言が
中心となっている（国連世界食料保障委員会専門家ハイレベル・パネル 2014）。 

一方で、非伝統的農産物輸出の生産を担った大規模経営体についても、少しずつ注目
が集まっている。メキシコ、チリ、ペルーなどでは、生鮮輸出用の野菜や果物の生産に
おいて、大規模な自社農場で最新技術と雇用労働力を用いて、生産・パッキング・輸出・
販売する経営体が増えている（谷 2008、村瀬 2015、清水 2017；2019）。このような農
産物生産の中心となっているのは、従来の家族経営の規模を越えた規模の経営体である。
これらの経営体は、土地、資本、労働力、技術などについて外部の資源を調達し、これ
を活用して大規模経営を実現している。 

さらにブラジル中西部生産では、アグロホールディングスやメガファームと呼ばれる、
資本市場や外資企業などから資金を調達して、数万ヘクタールを超える規模で大豆、ト
ウモロコシ、サトウキビ、肉牛などを生産する経営体が出現している（Hermans, et al. 
2017）。 
 
分析の視点 
 
 これまでにみた農業経営体に関する研究から、本研究が対象とする成長するラテンア
メリカの農業経営体の特徴を明らかにするには、家族経営の優位性を出発点として、経
営体を分析することが有効であると考えられる。そこで本研究では、上で述べた理念型
としての家族経営を基準として、それと現在ラテンアメリカで生産を拡大している農業
経営体を比較しながら研究を進める。その際に、以下のような分析の視点を用いる。 
 家族経営が生き残っているのは、それがそれ以外の経営と比べて競争力を有している
からである。農業経済学では、農作業の季節性による労働需要の変化、高い労働力の監
視コスト、自然条件の変化による生産の変動などによる制約のために、農業では大規模
な企業経営よりも小規模な家族経営が有利とされてきた（Allen and Lueck 2002）。具体
的には、「監視せずとも働く労働力」（速水 2004, 292）のほか、暗黙知ともいえる農場
に関する知識の家族を通した移転、柔軟な労働配分、世帯経済との一体化による強靱性
などが家族経営の利点として指摘されている（荏開津 1997、飯國 2014）。 
 このような知見を前提とした上で、本研究が注目したいのが次の 2 点である。1 点目
は、いかにして外部からの資源を調達するかである。生産を増やす手段のひとつに規模
の拡大がある。家族経営内部の資源だけでは限界があるが、外部から調達できればそれ
が可能になる。しかし農業では、土地（農地）、資本、労働力などを外部から調達する
ことは、製造業など他産業と比較して難しいと言われている。それでは、成長する農業
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経営体は、どのようにして外部から土地や資金を調達しているのだろうか。例えば土地
の場合、賃借や購入できる土地の市場が成立している必要がある。日本では農地法によ
って農地の所有権や利用権が規制されており、異業種から参入する企業にとって農地を
調達するのは容易ではなかった。2000 年代に入って規制緩和が進み、2009 年の農地法
改正により、一定の条件を満たせば企業でも土地を借りて農業生産をすることが可能に
なった（高橋・盛田編 2013, 6-7）。 

農業経営体は、農業機械の購入や保管施設の建設などのほか、種子・肥料・農薬など
投入財を調達する資金を確保する必要がある。自己資金で足りない場合には、掛け売り
やローンによってまかなうほか、銀行などから融資を受ける方法がある。しかし日本で
は零細で収益が安定しない経営体が多く、一般の金融機関から融資を受けることは難し
い（荏開津 2015, 92）。そのため、農業協同組合（JA バンク）や政府系金融機関（日本
政策金融公庫）が主に農業経営体への融資を手がけている。このように土地や資金の外
部からの調達は、経営体の成長にとって重要な要素となる。 
 2 点目は、経営体の構造とそれに関わる経営管理方法である。ここでいう経営体の構
造とは、簡潔に言えば所有、経営、管理、労働の分離がどこまで進んでいるか、それに
よってどのようなメリットとデメリットが生まれ、デメリットをどのように解決してい
るか、という点である。 

伝統的な家族経営で外部からの生産要素を用いない場合には、所有、経営、管理、労
働は一致している。すなわち、農場主は、自らが所有する土地において、自らの資本を
用いて調達した投入財を用いて、自らの経営・管理・労働により農産物を生産する。し
かし農場の規模が拡大するにつれて、農場主やその家族だけですべての役割を果たすこ
とが難しくなる。規模が拡大するにつれ、播種や収穫など農繁期に外部の労働力を雇っ
て労働を任せるようになる。もっと規模が大きくなれば常雇用の労働力を用いる。さら
に大きくなれば、常雇用や季節雇用の労働力を管理して農作業を進めるマネジャーを雇
う必要がある。このように、所有と経営から管理と労働が分離していく。 

また、外部からの生産要素に依存する割合が増えれば、これまでのように農場主がす
べての意思決定をすることができなくなる。親類や隣人などをパートナーとしてそれら
の生産要素を使ったり出資を受けたりした場合には、重要な意思決定はパートナーとの
合議になる。銀行から資金の融資を受ける場合には、事業計画のほか、貸借対照表や損
益計算書など経営状況の情報を共有する必要がある。そのほかにも、「資本的集団企業」
のように広く一般から資本を募った場合には、取締役会のような出資者の代表者からな
る組織が重要な意思決定を行うことになる。 

このように所有、経営、管理、労働が分離すれば、その間で情報の非対称性やインセ
ンティブの問題が出てくる。つまり、所有者や経営者は、いかにして管理者や労働者を
管理して農産物を生産するか、その経営管理の方法が問題となる。 
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そのほかにも、所有・経営・管理・労働の分離が進むと、組織の階層が増え、情報収
集や意思決定に時間がかかるようになる。そうすると、天候の変動や病虫害の発生など
予期しない出来事に対して、速やかに有効な手段がとれなくなる。これを防いで農業生
産の水準を保つために、経営管理においても何らかの工夫が必要となる。 
 
本研究の課題 
 
 本研究では、メキシコとチリで輸出向けに青果物を生産する経営体のほか、ブラジル
で穀物を生産する経営体と、これらに資金を供給する農業金融を取り上げる。 
 農業の中でも青果物の生産には、穀物などと比べて労働集約的な作業が多いうえ、労
働の質が農産物の品質に大きな影響を与える。また、国際市場で競争力を得るためには、
主要な市場国の国内産地が供給できない時期に、できるだけ長期間供給することが必要
となり、温室など施設に多額の投資を行う必要がある。そのため、数ヘクタールを越え
る規模になると、家族経営が持つ資本や労働力では生産が難しくなる。このような農業
経営体をみる上で重要になるのが、資本の調達と労働力の管理である。外部からどのよ
うに資本を調達するのか、そしてどのように労働力を調達し、高品質・高収量を維持で
きるようにこれを管理するのかが問題となる。 
 穀物生産の場合、大型農業機械の導入により、ブラジル中西部では 1000 ヘクタール
を越える規模でも家族経営を行っている。ここでいう家族経営は、家族が所有と経営、
そして管理の一部を担い、数人程度の常雇用と農繁期の季節雇用の労働力を組み合わせ
た経営となる。ブラジル中西部には、1 万ヘクタールを越える農業経営体も存在する。
この場合、所有や経営は家族で担うことができても、管理や作業は外部から調達した労
働力に依存する必要がある。また、これだけ大規模に生産を行う場合、土地はもちろん、
農業機械や投入財を調達するためにも大きな資金が必要となる。どのように資金を調達
するのか、そして数多い労働力やそれを管理する管理者（マネジャー）をどのように確
保し、管理するかが問題となる。 
 農業経営体が成長すると、従来の家族経営から規模が拡大する。それに伴って所有・
経営・管理・労働が分離する。これによるメリットとデメリットと、どのようにデメリ
ットを解決しているかを明らかにすることで、今後の食料供給の担い手となる農業経営
体の姿を明らかにすることができる。 
 そして農業部門への資金供給に関しては、これまでは生産や価格の変動が大きいため
に公的部門が中心にならざるを得なかった。しかしラテンアメリカからの食料供給が拡
大する中で、民間部門や金融機関以外による資金供給も拡大している。どのようにして
農業経営体に対して資金を供給できるようになったのかを明らかにしていきたい。 
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